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企業会計基準適用指針公開草案第24号「企業結合会計基準及び 

事業分離等会計基準に関する適用指針（案）」 

に対する意見 

 

平成 19 年９月３日 

日本公認会計士協会 

 

このたび公表されました標記公開草案に対する当協会としての意見を、以下のとお

り申し上げます。 

 

 

１．税効果の取扱いについて（第115項） 

第115項に株式交換完全親会社が取得した子会社株式に係る一時差異に関する税効

果は税効果を認識しないという規定があるが、これは株式交換完全親会社が取得し

た子会社株式に係る税効果会計の考え方を示したものである。しかし、このほかに

も共通支配下の取引（例えば、子会社と他の子会社との間で行った株式交換の場

合）や、株主の会計処理（例えば、子会社が他の子会社に分割型の会社分割を行っ

た場合の親会社が取得した株式に係る税効果の会計処理）などの組織再編において

も同様の問題があると考えられる。したがって、このような場合においても第115項

に準じた会計処理が適用されるのか、明記することが望ましい。 
 

２．分割型の会社分割の税効果について（第409項(3)）  

第409項(3)の記載については、今回の改正点及び「通常の分割型の会社分割」の

内容についてより明確にするため、以下の下線部のように表現の見直しをすべきで

ある。 

なお、これらの場合において、吸収分割会社等は、通常の分割型の会社分割

（第234項(2)本文参照）や現物配当の処理と異なり、･･････、吸収分割会社等

の株主資本を変動させることになる。 

これは、･･････、吸収分割承継会社等の株主資本の額は、吸収分割会社等が

変動させた株主資本の額と一致させることとなるためである（第234項(2)ただ

し書き参照）。 

また、第234項（2）に記載の内容は、本公開草案により説明が追加され、従来に

比べその内容が明確になったが、より理解を深めるため、通常の分割型の会社分割

の税効果の処理とただし書きによった場合の税効果の処理について、設例又は解説

情報等にて説明することが望まれる。 
 

以  上  


